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◎　一般会計 （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

① 国民健康保険特別会計 5,190,360 △ 11,500 5,178,860

後期高齢者医療特別会計

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計

△ 5,684

３ 下水道事業会計

577,217582,901

備 考

１ 水道事業会計 409,490 2,538

１ 一般会計

２ 特別会計 5,773,261

412,028

２ 病院事業会計

②

補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

25,556,340 1,035,634 26,591,974

1,890,972

△ 17,184 5,756,077

1,833,533 57,439

4,168,590 △ 66,959 4,101,631

令和３年度　小城市一般会計・特別会計・企業会計補正予算総括表

会 計 区 分
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議案第９号　小城市一般会計補正予算（第15号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

6.4環 境 性 能 割 交 付 金 11,851 0 11,851 0.0 土 木 費 1,688,283 △ 637 1,687,646

26,591,974

12.2

100.0

地 方 交 付 税 6,924,397 288,025

合 計 25,556,340

1,361,725 5.1

諸 収 入 378,364 122,301

1,035,634 1,035,634

500,665

市 債 739,607 3,235,007

合　　　　　計

2,495,400

26,591,974

0.5

25,556,340100.0

1.9

995,483 △ 79,932 915,551

30,000

3.1

10.7

0 81,059 0.3 消 防 費 836,978 △ 7,035

1 0 1

829,943

3.4

8.6

7,212,422 27.1 教 育 費 2,431,589 422,192 2,853,781

0 10,180 0.0

0.0

0.130,000 0

1.2繰 入 金 △ 381,296 318,690

1,344,890

699,986

寄 附 金 16,835

使 用 料 及 び 手 数 料 162,148 △ 1,831 160,317 0.6

国 庫 支 出 金 5,553,425

諸 支 出 金

129,294繰 越 金 129,294 0

2,116,554 8.0県 支 出 金 2,100,524 16,030

財 産 収 入 53,974 1,934 55,908 0.2

分 担 金 及 び 負 担 金 161,266 △ 36,658 124,608 0.5 公 債 費 2,278,242 △ 100 2,278,142

8,500 0 8,500 0.0 災 害 復 旧 費

161,493 5,714,918 21.5 予 備 費

4.2

地 方 消 費 税 交 付 金 914,050 66,806 980,856 3.7 商 工 費 463,682 △ 8,926 454,756 1.7

法 人 事 業 税 交 付 金 33,709 0 33,709 0.1 農林水産業費 1,106,520 8,786 1,115,306

32.1

地 方 譲 与 税 152,377 0 152,377 0.6 総 務 費 3,893,184

9.3

利 子 割 交 付 金 4,773 0 4,773 0.0 民 生 費 9,113,106 △ 572,116 8,540,990

1,316,155 5,209,339 19.6

配 当 割 交 付 金

81,059

令和３年度　第15号補正後予算総額　　26,591,974千円

市 税 4,317,417 42,388

13,810 0 13,810 0.0 衛 生 費 2,502,495 △ 37,726 2,464,769

株式等譲渡所得割交付金 15,126 0 15,126 0.1 労 働 費 10,180

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

歳 出

補 正 額

0.8

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ10億3,563万4千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入
歳出それぞれ265億9,197万4千円とするものです。
　歳入の主なものは、国の補正予算における歳出の追加に伴い地方負担を措置するための普通交付
税の増額交付や、各種事業に伴う国庫支出金、県支出金、諸収入、市債等を増額するほか、分担金
及び負担金等を減額し、財源調整のため財政調整基金繰入金及び公共施設整備基金繰入金を減額す
るものです。
　歳出の主な内容は、「(仮称）小城フットボールセンター整備事業」、「農業基盤整備促進事
業」、「社会資本整備総合交付金事業(新設改良)」、「橋りょう補修事業」、「学校給食センター
(仮称)改築事業 」、「保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例交付事業」等の増額、「林業施設
災害復旧事業」、「農地及び農業用施設災害復旧事業」の減額のほか、実績見込みによる減額を計
上するものです。

4,359,805 16.4 議 会 費 206,597 △ 5,027 201,570

歳 入

補 正 前款 別
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議案第10号　小城市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ1,150万円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出
それぞれ51億7,886万円とするものです。
　歳入の主な内容は、県支出金の保険給付費等交付金及び一般会計からの繰入金を減額するもので
す。
　歳出の主な内容は、保険給付費の出産育児一時金、国民健康保険事業費納付金及び保健事業費を
減額するものです。

322

令和３年度　第３号補正後予算総額　　5,178,860千円

国 庫 支 出 金 1 1,560 1,561 0.0

0 102,254

31,665114 0.0

△ 10,175 305,496

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前

0.0

合 計 5,190,360 △ 11,500 5,178,860 100.0 合　　　　　計 5,190,360 △ 11,500 5,178,860 100.0

0 1

1.0

繰 越 金

49,041

102,254

0 0.0

基 金 積 立 金 49,041 0

予 備 費 1,000

公 債 費 1

繰 入 金 5.9

諸 収 入 4,675 0 4,675 0.1 諸 支 出 金 63,901

3,798,955 73.4

0.0

△ 6,420

0.0

財 産 収 入 114 0

2.0

保 健 事 業 費 38,085

県 支 出 金 3,801,690 △ 2,735
財政安定化基
金 拠 出 金

322 0

0.6

315,671

0 1,000

0.4

使 用 料 及 び 手 数 料 610 △ 150 460 0.0 保 険 給 付 費 3,722,068 △ 2,650 3,719,418 71.8

国 民 健 康 保 険 税 965,345 0 965,345 18.6 総 務 費 21,432 △ 370 21,062

補 正 額 合 計 構成比

24.9
国民健康保険
事業費納付金

1,294,510 △ 6,246 1,288,264

4,186 68,087 1.3
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議案第11号　小城市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

繰 越 金 9,145 0 9,145 1.6 予 備 費

合　　　　　計

200 0.0

71.5 総 務 費 1,540 0 1,540

582,901 △ 5,684 577,217 100.0 合　　　　　計 582,901 △ 5,684 577,217 100.0

諸 収 入 918 0 918 0.1 0 0

200 0

繰 入 金 160,011 △ 5,454 154,557 26.8 諸 支 出 金 865 0 865

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ568万4千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ5億7,721万7千円とするものです。

　歳入の主な内容は、一般会計からの繰入金を減額するものです。

　歳出の内容は、後期高齢者医療広域連合納付金を減額するものです。

0.1

0.3

使 用 料 及 び 手 数 料 70 0 70 0.0
後期高齢者医療
広域連合納付金 580,296 △ 5,684 574,612 99.6

後期高齢者医療保険料 412,757 △ 230 412,527

構成比

歳 入

令和３年度　第３号補正後予算総額　　577,217千円

歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額
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議案第12号　小城市水道事業会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

構成比

◇水道事業収益 318,447 2,538 320,985 100.0 ◇資本的収入 11,407 11,407

事 項

　営業収益

補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計

令和３年度　第２号補正後予算規模　412,028千円

　収益的収支について、総額に収入支出それぞれ253万8千円を追加し、総額を3億2,098万5千円

とするものです。

　収益的収支の補正の主な内容は、収入では工事負担金の減額、手数料の増額による営業収益の

減額、加入負担金等の増額による営業外収益の増額を計上し、支出では人件費及び委託料等の減

額による営業費用の減額、収支の調整のための予備費の増額を計上するものです。

305,501 △ 408 305,093 95.0 出資金 1,559 1,559

　営業外収益 12,946 2,946 15,892 5.0 負担金 9,848 9,848

◇水道事業費用 318,447 2,538 320,985 100.0 ◇資本的支出 91,043 91,043

　営業費用 297,731 △ 3,420 294,311 91.7 　建設改良費 36,220 36,220

　営業外費用 17,783 513 18,296 5.7
　企業債償還
  金

54,823 54,823

　特別損失 1,874 1,874 0.6

　予備費 1,059 5,445 6,504 2.0

0 差 引 △ 79,636 0 △ 79,636差 引 0 0

60.2

100.0

39.8

86.3

100.0

13.7
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議案第13号　小城市病院事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

　収益的収支について、医業収益を2億911万7千円減額し、医業外収益を2億6,655万6千円増額、ま

た医業費用を2,012万1千円減額し、補正後の収益的収入の総額を18億3,455万6千円、収益的支出の

総額を13億5,814万5千円とするものです。収益的収支の補正の主な内容は、収入では入院及び外来

患者減少に伴う減額、また佐賀県新型コロナウイルス感染症対応医療提供体制強化緊急補助金の増

額を計上するものです。

　資本的収支では、補助金を1,229万7千円増額し、資本的収入総額を3,357万3千円とするもので

す。補正の主な内容は、重点医療機関等設備整備事業補助金を計上するものです。

令和３年度　第３号補正後予算規模　1,890,972千円

差 引 398,851 77,560 476,411 差 引 △ 35,140 12,297 △ 22,843

1,000 0.1 　予備費 1,000 1,000

　医業外費用 7,930 7,930 0.6 　企業債償還金 18,863 18,863

100.0

　医業費用 1,369,336 △ 20,121 1,349,215 99.3 　建設改良費 36,553 36,553 64.8

◇病院事業費用 1,378,266 △ 20,121 1,358,145 100.0 ◇資本的支出 56,416 0 56,416

12,298

　出資金 8,701 8,701

100.0

　医業収益 986,610 △ 209,117 777,493 42.4 　負担金 12,574 12,574 37.5

◇病院事業収益 1,777,117 57,439 1,834,556

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

100.0 ◇資本的収入 21,276 12,297 33,573

36.6　医業外収益 790,507 266,556 1,057,063 57.6 　補助金 1 12,297

　予備費 1,000

25.9

33.4

1.8
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議案第14号　小城市下水道事業会計補正予算（第４号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

　予備費

63.4

　営業外費用 209,634 205 209,839 13.4
　企業債償還
  金

821,557 821,557 36.6

差 引 278,276 7,165 285,441 差 引 △ 740,229 21,226 △ 719,003

　特別損失 31 93 124 0.0

10,000 10,000 0.6

　営業費用 1,371,759 △ 23,124 1,348,635 86.0 　建設改良費

◇下水道事業費用 1,591,424 △ 22,826 1,568,598 100.0 ◇資本的支出 100.0

　負担金等 31,482 △ 9,455 22,027 1.4

0.0

1,477,333 △ 51,298 1,426,035

1,580,354 △ 21,465 1,558,889 84.1

2,298,890 △ 51,298 2,247,592

　他会計補助
金

124,242

　その他資本
的収入

0 82 82

　企業債 795,900 △ 17,200 778,700

1.2　県補助金 16,875 710 17,585

1 0.0 585,953 38.3　国庫補助金 590,162 △ 4,209

51.0

8.1

　特別利益 1

124,242　営業外収益

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項

100.0

　営業収益 289,345 5,804

構成比

令和３年度　第４号補正後予算規模　4,101,631千円

　収益的収支について、下水道事業収益を1,566万1千円減額し18億5,403万9千円、下水道事業費

用を2,282万6千円減額し15億6,859万8千円とするものです。

　収益的収支の補正の主な内容は、収入では下水道使用料の増額や集団整備事業費の減額に伴う

他会計補助金を減額し、支出では監視通報装置更新工事の繰越に伴う資産減耗費の減額を計上す

るものです。

　資本的収支の補正の主な内容は、市営浄化槽設置基数の減に伴う企業債、国庫補助金、受益者

分担金及び浄化槽設置工事費の減額等により資本的収入額を15億2,858万9千円、資本的支出額を

22億4,759万2千円とするものです。

△ 15,661 1,854,039 100.0

補 正 前 補 正 額 合 計

◇資本的収入 1,558,661 △ 30,072 1,528,589

295,149 15.9

◇下水道事業収益 1,869,700
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

642,100 156,000 71,147 1,161,842

令和3年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

292,595

令和3年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費 委託料 工事請負費
公有財産
購入費

備品購入費
補償、補填
及び賠償金

事業費計

合　　計

1,061 △ 2,162 1,151,813

事　業　費

その他

814,000地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

△ 3,937 23,067 △ 8,000 1,161,842

1,880,271

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越額60,456千円を含み、令和4年度
への繰越予定額1,401,232千円を含まない。

0 22,000 457,039 1,401,232

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

0 0

(決算) (決算) （計画) （計画) （計画) （計画)

169,000 97,000

87,000 716,600

一般財源 318,843212,222 一般財源

財
源
内
訳

375,410国庫支出金 11,000 95,018 481,428

地方債 10,400

266,000

600 106,021

その他

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

県支出金

【補正内容】
　・手数料の増
  ・工事監理業務委託料の減
  ・土地購入費及び補償金の減
　・グラウンド整備、付帯施設、調整池兼駐車場新設の工事請負費及び備品購入費の増
　・更衣室新設による工事請負費及び備品購入費の計上

【目的】
  牛津保健福祉センター及び牛津総合公園の周辺を再整備することで、エリア全体の価値向上と機能強化を図
り、地域活性化を推進する健康・スポーツの拠点づくりを行う。

【内容】
  牛津保健福祉センターの隣接地に人工芝2面のフットボールセンター及び駐車場等を整備する。
　
　令和2年度　測量業務委託
　　　　　　 設計業務委託
　　　　　　 地質調査及び解析業務委託
　令和3年度　(令和2年度繰越)測量業務委託、設計業務委託、地質調査及び解析業務委託
　　　　　　 整備予定地用地取得
　　　　　　 設計支援業務委託
　　　　　　 整備予定地造成工事
　　　　　　 工事監理業務委託
　令和4年度　グラウンド整備工事
　　　　　　 付帯施設工事
　　　　　　 調整池兼駐車場新設工事
　　　　　　 更衣室新設工事
　　　　　　 工事監理業務委託

【事業費の負担割合】
  国 1/2  市 1/2（用地取得費等除く）

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

一般 2 1 6 1434

会計 款 項 目 事業
基本事業名 1

第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名

事業期間
令和2 令和4

新規事業 既存事業

予算事業名 (仮称）小城フットボールセンター整備事業 4

法令根拠 第2期まち・ひと・しごと創生小城市総合戦略、まち・ひと・しごと創生法

地域資源磨きによる健康の
拠点づくり

予算科目

担当部課 総務部　総合戦略課 施策名 1
健康づくりと生涯スポーツ
の充実

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

-8-



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

39,860 △ 65,500 △ 3,501 △ 29,141

令和3年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

5,437 △ 34,578 △ 29,141

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越額15,602千円を含み、令和4年度
への繰越予定額226,948千円を含まない。

令和3年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費

事　業　費 48,715 68,252 70,755 227,448

財
源
内
訳

一般財源 16,434 20,018 16,816

その他 333 504

地方債 22,400 10,500 35,500 26,800

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画) （計画) （計画)

16,878 500 500 一般財源

県支出金

500 500 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 9,881 37,401 17,935 183,770

国庫支出金

その他

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

【目的】
　自然災害によって被災した林業施設を復旧することで、林業施設の維持を図り、林業経営の安定に寄与する。

【内容】
　被災した林業施設を原形復旧する。
　
　当初予算　　　　　　 　　500千円
　(令和2年度繰越) 　　　15,602千円
  　令和2年7月豪雨で被災した林業施設の原形復旧工事
　　・林業施設災害復旧事業   1箇所
 　 令和2年7月豪雨で被災した林地の原形復旧工事
　　・農林地崩壊防止事業   　1箇所
　9月(6号)先議補正予算　40,500千円
　　令和3年8月豪雨で被災した林業施設の応急対策及び測量設計
　　・林道上の土砂及び倒木撤去　33箇所
　　・災害復旧測量設計委託　　　15箇所
　9月(9号)追加補正予算　14,542千円
　　令和3年8月豪雨で被災した林業施設の測量調査解析設計　1箇所
  12月(12号)補正予算 　255,700千円
　　令和3年8月豪雨で被災した林業施設の原形復旧工事
　　・林道施設災害復旧事業　26箇所（災害補助事業13箇所、市単独事業13箇所）

【事業費の負担割合】
　県林業施設災害復旧事業　　県 1/3　市 2/3
　農林地崩壊防止事業　　　　県 1/2　市 2/5　受益者 1/10

【補正内容】
　令和3年8月豪雨で被災した林業施設の復旧事業費の減
　・測量調査解析設計業務委託料の増
　・林道施設災害復旧事業の工事請負費の減（土砂及び倒木撤去工事請負費の増、災害査定による事業費の負担割合
　の変更）
　
【事業費の負担割合】
　林業施設災害復旧事業　県(国)98.9％　市1.1％
　※補助金は国庫補助金を含むが県を経由し県補助金として支出されるため県支出金として計上

法令根拠 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

事業期間
平成17

森林環境の保全の推進
一般 11 2 2 236

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 林業施設災害復旧事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

24,750 18,100 1,062 2,213 46,125

令和3年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

10,500 35,500 125 46,125

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越額71,219千円を含み、令和4年度
への繰越予定額48,095千円を含まない。

令和3年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 89,394 130,762 80,633 48,110

財
源
内
訳

一般財源 41,341 56,746 14,952

その他 3,692 7,246 5,416 2,062

地方債 18,600 18,100

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) (計画) （計画) （計画) （計画)

3,198 18,800 27,000 一般財源

県支出金

47,000 60,000 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 44,361 66,770 41,665 24,750 25,850 30,000

国庫支出金

その他2,350 3,000

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農地・農業水利施設等の整備を地域の実情に応じて実施し、農業競争力の強化を図る。

【内容】
　補助事業を活用し、農業用用排水路等の整備を行う。

　・三日月東部第2地区(平成31年度～令和3年度)
　　道辺水路:3路線、堀江水路:1路線、島溝水路:1路線、総延長980.0mの整備
　　　平成31年度　道辺水路:1路線、島溝水路:1路線の実施設計業務委託
　　　令和2年度 　道辺水路:1路線 L=345.0mの整備
　　　　　　　　  (平成31年度繰越)道辺水路:1路線 L=345.0m、島溝水路:1路線 L=150.0mの整備
　　　　　　　　　                道辺水路:2路線、堀江水路:1路線の実施設計業務委託
　　　令和3年度　 道辺水路:1路線 L=70.0m、堀江水路:1路線 L=70.0mの整備

　・橋内地区(令和2年度～令和5年度)
　　下久須水路:4路線、牛尾水路:1路線、総延長740.0mの整備
　　　令和3年度　(令和2年度繰越)下久須水路:2路線の実施設計業務委託、2路線 L=261.0mの整備
　　　令和4年度　下久須水路:1路線の実施設計業務委託、1路線 L=203.0mの整備
　　　　　　　　 牛尾水路:1路線及び下久須水路:1路線の実施設計業務委託
　　　令和5年度　牛尾水路:1路線 L=170.0m、下久須水路:1路線 L=106.0mの整備
　
【事業費の負担割合】
　県(国)　　　　三日月東部第2地区 50%、橋内地区 55%
　受益者分担金　5%
　市　　　　　　県及び受益者分担金を除いた額

【補正内容】
　国の補正予算により、橋内地区の水路整備を前倒して実施することによる事業費の増
　・橋内地区　下久須水路:1路線の実施設計業務委託、家屋調査、1路線 L=203.0mの整備
　　　　　　　牛尾水路:1路線及び下久須水路:1路線の実施設計業務委託

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

法令根拠 農業基盤整備促進事業実施要綱、農業水路等長寿命化・防災減災事業実施要綱

事業期間
平成27

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 11 1004

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 農業基盤整備促進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

　【補正内容】
　　令和3年8月豪雨で被災した農地や農業用施設の復旧事業費の減
　　・災害復旧測量設計委託料の減
　　・土砂及び倒木撤去工事請負費の減
　　・補助対象災害復旧工事請負費の減（災害査定による事業費の負担割合の変更）
　
　【事業費の負担割合】
　  令和3年8月豪雨災害　農地　県(国) 95.5%　受益者 4.5%、農業用施設　県(国) 99.3%　市 0.7%
　　※補助金は国庫補助金を含むが県を経由し県補助金として支出されるため県支出金として計上

【目的】
　自然災害によって被災した農地(田・畑)及び農業用施設(道路、水路等)を復旧することで、農地及び農業用施設の
維持を図り、農業経営の安定に寄与する。

【内容】
　被災した農地及び農業用施設を原形復旧する。
　当初予算　　　　　  　 　892千円
　(令和2年度繰越)　　　 47,344千円
　　令和2年7月豪雨及び9月豪雨で被災した農地や農業用施設の原形復旧工事
　　・補助対象災害復旧工事　6箇所(水路5箇所、道路1箇所)
　　・一般単独災害復旧工事　1箇所(道路1箇所)
　6月(4号)補正予算　　 　1,348千円
　　西分地すべり対策施設（集水井）を設置した市有地の移管に伴う分筆測量登記業務委託
　9月(6号)先議補正予算　51,000千円
　　令和3年8月豪雨で被災した農業用施設の応急対策、農地や農業用施設の測量設計及び補助事業の対象とならない
　　農業用施設の原形復旧工事
　　・土砂及び倒木撤去　52箇所（道路38箇所、水路14箇所）
　　・災害復旧測量設計委託　22箇所（農地10箇所、道路6箇所、水路6箇所）
　　・小災害復旧工事　　29箇所（道路12箇所、水路15箇所、ため池2箇所）
　12月(12号)補正予算　 179,000千円
　　令和3年8月豪雨で被災した農地や農業用施設の原形復旧工事
　　・補助対象災害復旧工事　24箇所(農地10箇所、水路7箇所、道路7箇所)
　
【事業費の負担割合】
　令和2年7月豪雨災害　農業用施設　県(国) 98.7%　市 1.3%、9月豪雨災害　農業用施設　県(国) 97.0%　市 3.0%

23,396 △ 29,100 △ 14,400 △ 19,213 △ 39,317

△ 39,317

令和3年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

令和3年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費

19,587 892 892 一般財源

合　　計

△ 430 △ 38,887

892 892 事業費計 0

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越額47,344千円を含み、令和4年度
への繰越予定額153,462千円を含まない。

事　業　費 88,372 224,363 86,805 154,433

その他 1,257 0 600 その他

財
源
内
訳

一般財源 15,327 26,344 25,850

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債 40,000 8,650 18,600 6,000 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 33,045 188,112 42,355 128,246

国庫支出金

(決算) (決算) （計画) （計画) （計画) （計画)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

法令根拠 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

事業期間
平成17

一般 11 2 1 235
予算科目

会計 款 項 目 事業
基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 農地及び農業用施設災害復旧事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

6,100 △ 1,000 1,364 14,300

令和3年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

7,836

合　　計

14,300 14,300

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越額7,390千円を含み、令和4年度
への繰越予定額15,672千円を含まない。

令和3年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 95,450 62,956 35,018 30,837

財
源
内
訳

15,315

一般財源 1,983 1,994 1,115

その他

地方債 39,200 23,800 17,200 8,800

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画) （計画) （計画)

28,600 28,600

6,722 1,100 1,100 一般財源

県支出金

50,000 50,000 事業費計 0

20,300 20,300 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 54,267 37,162 16,703

その他

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

【補正内容】
　国の補正予算により、安全施設整備工事を前倒して実施することによる工事請負費の増
　・大井手・平原線安全施設整備工事　L=600m
　・西小路・平原線他2路線(砂田踏切周辺)安全施設整備工事　L=500m
　

【目的】
　道路改良工事により一般車両、歩行者等の安全性と利便性を確保する。

【内容】
　社会資本整備総合交付金を活用し、市道の整備を行う。

　当初予算　　　　　10,700千円
　・小城公園・本告線道路改良事業　≪実施期間:平成31年度～令和4年度≫
　　施工延長L=約90m　片側歩道(W=3.0m)の整備
　　　平成31年度　測量・設計・積算、補償調査
　　　令和2年度　 用地買収(登記)、建物等補償
　　　令和3年度　 歩道設置工事
　　　令和4年度　 道路台帳修正

　6月(4号)補正予算　18,300千円
　・本告・杉町線歩道設置事業　≪実施期間:令和2年度～令和8年度≫
　　施工延長L=500m　片側歩道(W=2.0m)の整備
　　　令和3年度　詳細設計
　　　令和4年度　用地測量
　　　令和5年度　用地買収(登記)
　　　令和6年度～令和7年度　歩道設置工事
　　　令和8年度　道路台帳修正
　・初田・袴田線他1路線カラー舗装設置工事　L=870m

【事業費の負担割合】
　令和3年度　国 57.2％　市 42.8％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 3 976

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

安全にみんなが行き交うまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業(新設改良)
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

△ 21,000 33,146 24,500

令和3年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

12,354

合　　計

24,500 24,500

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越額43,506千円を含み、令和4年度
への繰越予定額45,475千円を含まない。

令和3年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 87,871 107,110 79,531 147,175

財
源
内
訳

75,770

一般財源 14,390 31,528 41,452

その他 24,800 19,000

地方債

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画) （計画) （計画)

46,800 46,800

71,405 31,200 31,200 一般財源

県支出金

78,000 78,000 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 48,681 56,582 38,079

その他

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

【補正内容】
　国の補正予算により、橋りょう補修工事を前倒して実施することによる工事請負費の増
　　補修工事（4橋）
　

【目的】
　現在劣化が進み通行規制等一般車両の往来にも支障をきたしている橋りょうもあることから、交通の円滑化を
図るため、橋りょう長寿命化計画に基づき修繕を行う。

【内容】
　小城市が管理する橋りょうは令和元年度現在で324橋あり、このうち建設後50年を経過する橋りょうは全体の
約15％を占め、令和15年には71％程度にまで増加すると考えられる。
　毎年行われている橋りょう定期点検で作成された健全性の診断結果をもとに、判定区分Ⅲ及びⅣと判定された
橋りょうについて5年以内に補修工事を行う。

　◎判定区分のⅠ～Ⅳに分類する場合の基本的な考え方
　　Ⅰ：監視や対策を行う必要のない状態
　　Ⅱ：状況に応じて監視や対策を行うことが望ましい状態
　　Ⅲ：早期に監視や対策を行う必要がある状態
　　Ⅳ：緊急に対策を行う必要がある状態

　令和3年度　(令和2年度繰越)詳細設計・測量(5橋)
　　　　　　 補修工事(4橋)

　
【事業費の負担割合】
　令和3年度　国 57.2％　市 42.8％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動
　

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成26

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 5 1008

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

安全にみんなが行き交うまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 橋りょう補修事業
第
二
次

　
総
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体
系

政策名 2
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

421,600 △ 3,000 19,694 490,402

令和3年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

52,108

合　　計

△ 7 490,409 490,402

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越額1,009,184千円を含み、令和4
年度への繰越予定額490,409千円を含まない。

令和3年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費 工事請負費

事　業　費 6,296 63,270 1,104,955 557,576

財
源
内
訳

52,108

一般財源 296 10,170 54,880

その他 6,000

地方債 53,100 952,100 480,000

6,000

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画) （計画) （計画)

104,060

25,468 61,521 一般財源

県支出金

254,143

152,335

1,043,481 0 事業費計 2,775,578

2,363,100877,900 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 97,975

その他

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

【補正内容】
　・国の補正予算により、工事予算を前倒しで編成することによる工事請負費の増
　・業者選定委員会委員の旅費の減

【目的】
　学校給食法に基づき、児童生徒に安心で安全な給食を提供することを目的として、老朽化及び学校給食衛生管
理基準に適合していない現在の給食施設を集約化した新給食センターを建設する。

【内容】
　学校給食センター(仮称)改築事業に関する事務及び用地取得・造成、事業者選定、施設整備(設計・施工・設
備・備品・外構)を行う。

　令和2年度　土地収用法事業認定申請業務
　           予定地用地取得
             予定地造成積算
　　　　　　 事業者選定公告
             事業アドバイザリー業務委託
　令和3年度　予定地造成工事
　　　　　　 事業者選定
             事業アドバイザリー業務委託
             施設整備(設計)
　　　　　　 (令和2年度繰越)施設整備(施工)
　　　　　　 事業モニタリング支援業務委託
　令和4年度  施設整備(施工・設備)
　　　　　　 事業モニタリング支援業務委託
　令和5年度  施設整備(備品・外構)
　　　　　　 供用開始
　　　　　　 事業モニタリング支援業務委託

【事業費の負担割合】
　施設整備費(新増築分)　国 1/2  市 1/2
　施設整備費(改築分)　　国 1/3  市 2/3

法令根拠 地方自治法、建築基準法、学校給食法、学校給食衛生管理基準、食育基本法

事業期間
平成31 令和5

施設・設備環境の整備
一般 10 6 3 1368

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 学校給食センター(仮称)改築事業
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☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名
（新規）保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時
特例交付事業

第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 5

法令根拠
子ども・子育て支援法、保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業実施要綱、小城市保育士・
幼稚園教諭等処遇改善臨時特例交付金交付要綱（予定）

事業期間
令和3 令和4

幼児教育・保育の推進
一般 3 2 2 1486

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

【目的】
　新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線において働く、幼稚園、保育所、認
定こども園及び地域型保育事業所等における保育士、幼稚園教諭、保育教諭等の処遇を改善することにより、保
育士等の不足を解消するとともに、保育環境の充実を図る。

【内容】
　職員に対して賃金改善を行う市内の教育・保育施設等に対し、令和4年2月から9月までの間、当該賃金改善を
行うために必要な費用を補助する。

　補助対象経費：①職員に対して3％程度の賃金改善を行うために必要な費用（令和4年2月分～9月分）
　　　　　　　　②令和4年度に見込まれる公定価格の減額分に対応するための費用（令和4年4月分～9月分）

【事業費の負担割合】
　国 10/10

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 6,013

その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画) （計画) （計画)

1 一般財源

県支出金

29,450

2

0 0 事業費計 29,452事　業　費 0 0 6,014 23,438

財
源
内
訳

23,437

一般財源 1

その他

地方債

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

合　　計

6,014 6,014

1 6,014

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

6,013
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